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国立大学法人横浜国立大学の中期目標・中期計画一覧表

中 期 目 標 中 期 計 画

（前文）大学の基本的な目標
横浜国立大学は，大学に課せられた使命を全うするために，

四つの具体的な理念を掲げている。現実の社会との関わりを重
視する「実践性 ，新しい試みを意欲的に推進する「先進性 ，」 」
社会全体に大きく門戸を開く「開放性 ，横浜から世界に向け」

， 「 」 。て発信し 海外からも広く人材を受け入れる 国際性 である
これら４つの理念の相互関係を重視しつつ，これらの理念を

実現するための具体的な中期目標を策定する。

Ⅰ 中期目標の期間及び教育研究上の基本組織
１ 中期目標の期間

平成１６年４月１日から平成２２年３月３１日までとす
る。

２ 教育研究上の基本組織
この中期目標を達成するため，別表に記載する学部及び

研究科（学府・研究院含む）を置く。

Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置
１ 教育に関する目標 １ 教育に関する目標を達成するための措置
（１）教育の成果に関する目標 （１）教育の成果に関する目標を達成するための措置

横浜国立大学は，教育を通して，実践性・先進性・開放性
・国際性の理念を実現する。諸科学に関する豊かな知的資産
を伝え，知と技を創造する方法を体得させて，学問の基礎を
教授し，高い実践的能力を備えた人材を世に送り出す。教職
員は学生に魅力ある教育を提供するために，学生と共に横浜
国立大学独自の先進的な教育文化を育て上げる。

1) 学士課程における教育の成果に関する目標 1) 学士課程における教育の成果に関する目標を達成するための措置
① 教養教育の成果に関する目標 ① 教養教育の成果に関する具体的目標の設定
教養教育の理念と目標 教養教育の理念と目標の実現のため，大学教育総合センターを中心に，教養教育を全学

1. さまざまな学問を主体的に学び，幅広く深い教養を培 的視点から継続的に検討し，目標に則した学生を育てる教育を実施する。
い，豊かな人間性を育む。 1.社会の多様化に対応し得る基礎学力，幅広い視点からの柔軟かつ総合的な判断力及び課

2. 現代社会の提起する諸問題を多角的・総合的に解決す 題探求能力を育成するため，教養教育科目を全学共通科目として充実する。
る能力を養う。 2.専門分野への関心を高め，専門教育への円滑な橋渡しとなるような科目を充実する。
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3. 自らの専門分野に対する関心を高め，専門教育に必要 3.国際化に対応して語学教育を充実するため，学習到達度の客観的指標として，学内英語
な基礎学力を修得させる。 統一テスト等全学的基準の設定・活用を図り，英語をはじめとする外国語の授業科目の

4. 国際感覚を養い，異文化への理解を深め，十分なコミ 編成と授業方法を検討する。
ュニケーション能力を培う。 4.国際理解教育を整備・充実させる。

5.教養教育の効果の評価及び指導のため，GPA制度を利用するとともに，教養教育の目的・
目標の実現のため，絶えず教育効果測定法の改善を図る。

6.教養教育科目の履修方法と内容，授業形態，授業環境等を点検し，必要な改善を行う。
7.教養教育科目の編成及び教養教育の長期的に安定した運営実施体制を検討する。

② 専門教育の成果に関する目標 ② 専門教育の成果に関する具体的目標の設定
1. 現代社会の抱える重要な問題を的確に分析しながら， 体系的に講義・演習・実験等を配置するカリキュラムを提供し，学生に自分の専門分野
問題解決の方向を探求する力を育成する。 を中心として他分野でも発展可能な基盤的教育を行い，卒業後，あるいは大学院進学後に

2. 多様化する社会のニーズに柔軟かつ自律的に対応でき 必要とされる知識・技能・分析能力・企画能力・発表能力・職業倫理を身に付けさせる。
る深い素養及び豊かな感性と広い知識を身に付ける。 1. 多様な授業形態を取り入れ，専門教育における問題解決能力を育成する。

3. 異文化を理解し コミュニケーション能力を身に付け 2. 履修単位の上限設定を有効に活用して，単位制度の実質化を目指す。， ，
世界に貢献しうる素養と行動力を有する国際的人材を育 3. GPA制度を用い総合成績評価の客観化を図り，教育指導に有効に活用する。
成する。 4. 学生による授業評価を実施し，専門教育科目の教育方法と教育内容の検証を行う。

4. 複合大学としての特性を活用した教養教育の基礎の上 5. 多様化する教育形態，学習世代の拡大，IT技術の普及等に対応する高等教育機関とし
に，専門を中心とした広い分野への展開を可能とする基 て変革すべき方向を検討する。
盤教育を行う。また，大学院進学後における高度専門的 6. 一定の基準のもとに学部間等の転属をより柔軟に行えるシステム，複数学部の卒業資
知識のスムーズな修得に繋がる教育の高度化を行う。 格を必要な期間内で得られる教育プログラムの設定及び学部横断型教育コースの設定を

検討する。

2) 大学院課程における教育の成果に関する目標 2) 大学院課程における教育の成果に関する目標を達成するための措置
1. 自ら課題を探求し，未知の問題に対して幅広い視野か 博士課程前期（修士課程）においては，専攻分野における研究能力又は高度の専門性を
ら柔軟かつ総合的な判断を下すことのできるフロンティ 有する職業等に必要な高度の能力を備えた研究者・実務家の育成，後期課程（博士課程）
ア精神に富んだ実務者・技術者を育成する。 においては，専門的かつ独創的な研究能力を備えた創造性豊かな研究者・実務家の育成，

2. 創造的かつ持続的に発展する社会に対応し，人類が克 専門職学位課程においては，高度の専門性が求められる職業を担うための深い学識及び卓
服すべき課題を多面的にとらえ，その解決に要する高度 越した能力を備えた高度専門職業人の育成を図る。
専門的知識を修得した人材を育てる。 1. 教育の質を向上させるため，単位制度の実質化，GPA制度の導入による成績評価の客観

3. 国際性，学際性，情報処理能力等を鍛え，高度な専門 化を検討する。
的・実践的問題解決能力を有する人材を育てる。 2. 単位互換制度を活用し，教育内容の相互理解と協力連携の実をあげる。

，3. 高度専門職業人の養成のために実践的な教育を行う大学院組織の充実・発展とともに
新たな専門職大学院の設置を検討し，逐次その実現に努める。同時に，大学院の教育研
究成果を社会に還元するため，社会人教育と生涯学習支援を行う。
4. 現代社会の多様な課題に応えうる人材を育成するために，研究組織・教育組織全体の
不断の見直しと，研究部門，教育専攻・コース等の適切な改編を行う。

3) 学士課程及び大学院課程における卒業後の進路等に関する具体的目標の設定
1. 卒業後の進路状況を全学的に把握する組織を充実し，進路状況を把握して進路指導に
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役立てる。
2. 専攻，学科等の教育目標すなわち人材像を具体的に設定し，そのための教育プログラ
ムを不断に検討する。
3. 各学部・大学院において修得した専門的知識を生かして社会貢献できるよう，適切な
就職・進路指導を行い，教員養成課程にあっては，大学院進学者を除いた教員・教育関
連職への就職率を６０％程度に向上させ，法科大学院にあっては，司法試験合格率を７
０％程度にすることを目標にするなど，分野の特性に応じた各種の資格取得や国家試験
への受験を奨励する。

4) 学士課程及び大学院課程における教育の成果・効果の検証に関する具体的方策
1. 企業，自治体等に対して卒業生に関する諸調査等を行うとともに，学部卒業者・大学
院修了者に対しても諸調査等を行い，教育の成果・問題点を明らかにする。

2. 各部局で外部評価，自己評価を実施する。

（２）教育内容等に関する目標 （２）教育内容等に関する目標を達成するための措置
1)アドミッション・ポリシーに関する基本方針 1)アドミッション・ポリシーに応じた入学者選抜を実現するための具体的方策
① 学士課程 ① 学士課程
1. 各学科・課程の理念・目標を踏まえ，それぞれの専門 1. 大学教育総合センター等において，入学者選抜方法改善のための方策の検討を行い，
分野ごとに求める学生像を明確にし，それに応じた入学 アドミッション・ポリシーを適宜見直すとともに，その周知・徹底を行うため，入学者
者選抜を工夫し，改善を図る。 選抜要項に明記し，ホームページで公開する。

2. 高等学校での多様な履修履歴等に対応した入学者選抜 2. 平成１８年度から，大学入試センター試験の英語のリスニングテストを全学部で実施
方法の改善を検討する。 するとともに，前期日程，後期日程，推薦入試，ＡＯ入試の役割の見直しを通じて，入

3. 学部の特性と社会的要請を考慮し，社会人，留学生等 学者選抜方法の改善を図る。
に対する選抜方法の多様化，弾力化を進める。 3. 各学部の教育目的及び目標について，明確に周知する。

4. 高大連携連絡協議会を通して，高校サイドとの十分な意思疎通を図る。
5. 大学間学術交流協定等に基づいた質の高い留学生の受入れを推進する。
6. 極めて優秀な学生には早期卒業あるいは飛び級制度を活用して，大学院に進学できる
制度をさらに推進する。

② 大学院課程 ② 大学院課程
1. 専攻・課程の理念・目標を踏まえ，それぞれの専門分 1. 専攻及び前期・後期課程ごとにアドミッション・ポリシーを明確化し，かつ適宜見直
野ごとに求める学生像を明確にし，それに応じた入学者 し，入学試験方法とともにホームページで公開し，周知を図る。
選抜方法を工夫し，改善を図る。 2. 留学生，社会人及び外国で修士課程を終えた日本人を対象に，入学資格及び入学試験

2. 研究科・学府の特性と社会的要請を考慮し，社会人や の時期と選抜方法の弾力化の推進を検討する。
留学生，帰国学生に対する選抜方法の多様化，弾力化を 3. 社会人入学者の授業単位取得方法の柔軟化を検討する。
進める。 4. 後期課程（博士課程）にあっては，高度の研究能力と広い視野をもった研究者の養成

を図るため，多様な選抜及び入学資格の弾力化を推進する。
， ， ，5. 勤労学生や社会人のために リフレッシュコース 長期履修学生制度等の検討を行い

生涯教育及び高度職業人のニーズに適合した適正な教育の実施を推進する。
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2) 教育課程，教育方法，成績評価等に関する基本方針 2) 教育課程，教育方法，成績評価等に関する目標を達成するための措置
① 学士課程 ① 学士課程

（ⅰ）教育課程に関する基本的方策 （ⅰ）教育理念等に応じた教育課程を編成するための具体的方策
【教養教育についての具体的方策】教育理念，教育目標，育成人材像を具体的に実現するた

め，教育課程自体及びそのカリキュラムを定期的に再検討 これからの社会に対応するとともに本学の教育理念に沿った新しい教養教育の在り方を
する。また，基礎学力と問題解決能力の育成，国際社会で 大学教育総合センターを中心に検討して，教養教育の内容と方法について改善を行う。
の活動能力の育成，高い倫理性と責任感の涵養を実現する 1. 社会の変化に対応し，時代の要請に応じた多様な科目を提供する。
教育プログラムを開発する。 2. 教養教育科目を１年次から４年次まで配置した，４年一貫教育のいわゆる「くさび型

履修」の編成を充実する。
3. 外国語教育重視の方針を継続し，学生の能力に応じた受講方法を検討・実施する。
4. 専門教育や社会生活にスムーズに移行できる日本語能力及び文化知識を有する留学生
を育成する。
5. 日本語能力が不十分な留学生向けに，より基本的な日本語能力を養成する教養教育科
目を新設する。

【専門教育についての具体的方策】
1. 各学部は，学部内の学科，課程で開講するすべての授業科目について教育内容と到達
目標，成績判定基準を記載した「教育計画」を作成し，カリキュラムの体系性，学生に
付与すべき学力，育成人材像を明確に示す。

2. 「全学教員枠 （仮称）を用い，その時々に必要とされる教育分野に教員を配置し，カ」
リキュラムの充実を図る。
3. インターンシップへの参加学生には，単位の認定を行うなど，カリキュラムの弾力的
編成を検討する。

（ⅱ）教育方法に関する基本的方策 （ⅱ）授業形態，学習指導方法等に関する具体的方策
学生に勉学に対する刺激を与え，実力が養われる授業形 1. 授業の目的・目標，授業概要，成績評価基準をさらに明確化したシラバスを作成し，

態と学習指導法を確立するため，大学全体として，あるい ホームページでのシラバス閲覧等により，教育内容を十分に周知させる。
は各学部において授業評価及びFD活動を行う。 2. 科目の特徴・性質に応じたクラス規模・教材活用・講義方法・課題・成績評価方法を

， 。単位制度の実質化を進めるため，教育内容と方法を不断 考案し実施するとともに 情報機器を積極的に活用した効果的な教授・学習を実現する
に改良するための活動を行う。 3. 学生による授業評価アンケートを継続して実施し，組織的に教育内容と教育方法の改

善を推進する。
4. 少人数教育や対話型教育の推進など教育効果を高める取り組みを行う。
5. ベストティーチャー賞を設けるなど，高品質な授業の提供に資する制度を導入する。

（ⅲ）成績評価に関する基本的方策 （ⅲ）適切な成績評価等の実施に関する具体的方策
， 。それぞれの講義，演習，実験などに到達目標と成績評価 1. 全ての講義等について その達成目標に準拠した成績評価基準をシラバスに明示する

基準を定め，目標を達成した学生のみに単位を与える単位 2. GPA評価に基づき，学生の状況に応じたきめ細かい指導を行うとともに，学科等におい
制度の実質化により，適正な評価を実施する。 て，GPAの平均値と分布などを公開し，学生自らの成績の相対位置を把握できる仕組みを

作る。
3. 成績優秀な学生に対する顕彰制度を検討する。
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② 大学院課程 ② 大学院課程
（ⅰ）教育課程に関する基本方針 （ⅰ）教育理念等に応じた教育課程を編成するための具体的方策
1. 教育目的・目標に則してカリキュラムを編成し，適切 1. 教育課程の基準を教育目的・目標に則して定期的に見直し，学生のニーズに応える多
かつ体系的な授業内容を構築する。 様性を確保しつつ，体系的なカリキュラムの編成を行う。

（ ） ， 。2. 高度専門教育の実現による問題解決能力と創造性を涵 2. 社会の研究ニーズ 問題意識 を教員や学生が共有し カリキュラム編成に役立てる
養する。 3. 学部教育のバックグラウンドや研究分野の特性に応じて，学部の専門科目などの基礎

的な授業科目の受講を奨励するなど，きめ細かな指導を実施する。

（ⅱ）教育方法に関する基本方針 （ⅱ）授業形態，学習指導方法等に関する具体的方策
1. 創造的開発を行うための強固な基礎力を修得させるこ 1. 授業形態，学習指導方法等の基準を教育目的・目標に則して定期的に見直す。
とを目的に，適切な授業形式の実施により，原理・原則 2. 授業の目的・目標，授業概要，成績評価基準などを周知徹底する。
の深い理解を図る。 3. 様々な教育用マルチメディアを活用し，また，少人数授業を奨励し，教育効果の高い

2. 基礎知識の修得のための講義科目と実践的な問題解決 授業を行う。
能力を磨く演習等を組み合わせて，高度専門職業人教育 4. 大学院生等の学外での研究活動に対する支援・指導の充実を図る。
などに積極的に活用する。

（ⅲ）成績評価に関する基本方針 （ⅲ）適切な成績評価等の実施に関する具体的方策
1. 授業形態の特性に応じた成績評価基準を適切に定め 1. 成績評価等の基準を教育目的・目標に則して定期的に見直す。
る。 2. 専門の高度化に見合う授業に対応した多様な観点からの評価方法を実施する。
2. 複数教員による多面的・総合的な評価及びGPA制度の 3. 各専攻等の学位授与基準を明確化し，それに基づいて学位を授与する。
導入を検討する。 4. 研究と学習意欲を高めるインセンティブを与えるため，優秀な学生に対する顕彰制度

3. 学位授与基準の明確化を図る。 を検討する。
4. 成績評価が学生の学習・研究改善に役立つような制度
を検討する。

（３）教育の実施体制等に関する目標 ３）教育の実施体制等に関する目標を達成するための措置（
1)教職員の配置に関する基本方針 1)適切な教職員の配置等に関する具体的方策

， ， ，1. 学術や社会の要請・動向等に応じた教育上の目標，課 1. 学生定員 学問内容の変化 社会からの要請などを基に学科・専攻等の再編を検討し
題を踏まえ，教員組織の構成を見直す。 教育を担当する教員数を決める。

（ ） ， ， 。2. 学生の視点に立って学部教育の在り方を見直し，学部 2. 全学教員枠 仮称 を使い 柔軟な教員の配置により 効果的・効率的な教育を行う
間の連携による教育体制を整備する。 3. TA，RAを演習・実験等に配置し，教育補助事務を行わせて，教育トレーニングを行う

3. 多様な教育を実施するため横浜国立大学教員のみなら とともに，教育効率の向上を目指す。
ず，研究所，民間企業，他大学教員等との連携を図る。 4. 充実した教養教育を実現するため，全学的視点から教員の適切な担当体制を大学教育

4. 大学院生の増加や学生の多様性に対応したきめ細かな 総合センター等で検討する。
教育を実施するため，TA，RAの活用などにより，教育支
援体制の強化を図る。

2)教育環境の整備に関する基本方針 2)教育に必要な設備，図書館，情報ネットワーク等の活用・整備の具体的方策
高度情報技術の活用等により，教育施設・設備の有効活 1. 全学的な視点から，附属図書館，総合情報処理センター等が協力して，教育に必要な
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用・整備を図り，教育効果を高める。 設備の活用，整備等を行い，新たな教育ニーズに対応した設備の新設に努める。
2. 講義棟，研究棟のバリアフリー化，学生・教職員の交流スペースの充実を図る。
3. 学生の教育研究環境，インターネット環境の整備など，学生のための施設・設備の充
実した大学を作り上げる。

4. e-learningなどのネットワークを活用した教育システムの導入を検討する。
5. 利用者のニーズに応じた図書館の利用環境の向上を検討する。

3)教育の質の改善のためのシステム等に関する基本方針 3)教育活動の評価及び評価結果を質の改善に繋げるための具体的方策
1. 教育内容・教育活動に関する自己点検・評価及び外部 1. 全学としては評価委員会が，各学部等においては対応する組織が，組織全体として外
評価・第三者評価を適宜行い，評価結果を授業内容・授 部評価や第三者評価を，あるいは，教員個人の教育評価を行い，評価結果等を学科及び
業方法の改善に結びつけるフィードバックシステムを整 教員にフィードバックし，教育の質の改善に結びつける。
備する。 2. 各学科における｢教育計画｣の達成度の評価などにより，組織として教育の質の改善に

2. 教育内容等に対する外部評価・第三者評価をカリキュ 繋げる。
ラムの改善やアドミッション・ポリシーの見直しに結び 3. 学生の授業評価アンケートなどを基に，教員個人の教育方法・内容に関する評価方法
つける。 を検討する。

3. 教材開発 学習指導法の改善などFD活動を充実させる 4. 個々の教員の教育に関する自己点検・評価結果を基に，教育に関する特別な予算配分， 。
4. 全学教育研究施設等の整備を図り，教育目的・目標実 を検討する。
現のため，新たな大学教育の展開を図る。

4)教材，学習指導法等に関する研究開発及びFDに関する具体的方策
大学教育総合センターのFD推進部が主体となって，学生による授業評価を有効に活用し

つつ，効果的な教育方法の開発を推進する。

5)学内共同教育等に関する具体的方策
附属図書館及び既設の全学教育研究施設を活用し，教育の充実を図る。

6)学部・研究科等の教育実施体制等に関する特記事項
大学全体としての取組を踏まえた上で，各部局において時代に相応しい教育実施体制の

改善に努める。

（４）学生への支援に関する目標 （４）学生への支援に関する目標を達成するための措置
1)学習相談・助言・支援の組織的対応に関する具体的方策大学の主要な使命である教育において優れた成果を生み

出すために，学生への学習支援，健康・生活相談，就職支 1. 学生からの意見をもとに学生支援の問題点を把握し，本学諸委員会・組織で連携を取
援，課外活動支援，経済的支援等を多面的に検討し，きめ りながら改善を行う。
細かく実施する。 2. グループ担任制，オフィスアワー，TAの配置等を活用して学生の効果的な教育研究活

動を支援する。
3. 後期課程大学院生の学会発表を促進するため，財政的支援措置を導入する。
4. 不登校学生の実態調査を実施し，その結果を踏まえ，担当教員からの指導を強化する｡

2)生活相談・就職支援等に関する具体的方策
. 学生の健康保持・推進のため，健康診断，診療，健康相談などの業務機能を，保健管1



- 7 -

理センター機能の整備によって拡充し，充実を図る。
2. 学生の勉学上・生活上，就職上の悩みや相談に対応するため，保健管理センターの指
導のもとに，教員によるアカデミック・カウンセリングやケアリング等の態勢を充実さ
せる。
3. 各学部，学科，専攻等は，学生支援課と協力し，進路相談，就職に関する各種情報・
サービスの学生への提供，就職セミナーの開催等，学習内容に応じたきめの細かい就職
指導を実施する。
4. 横浜商工会議所などが仲介役を担うインターンシップ制度を導入し，受入企業の拡充
を図るとともに，各学部は事務局学務部と連携し，企業等のインターンシップ受入れと
学生への情報提供等を組織的に行う。

3)経済的支援に関する具体的方策
学生の教育研究を支援するため，奨学生プログラムに関する情報提供等の充実を図る。

4)課外活動の支援に関する具体的方策
課外活動を教育の一環として積極的に捉え，教職員の課外活動への支援策を検討する。

5)社会人及び留学生等に対する配慮
1. 留学生センターは関係委員会と連携し，また，各学部，専攻等では，チューター制度
を活用して留学生のために学習支援，生活支援などの適切な措置を行う。

2. 大学院では，社会人のために講義の夜間開講等修学条件の改善を図る。
3. 就学の便宜を図るため，利便性の高い地区にサテライト教室を整備する。
4. 留学生居住施設の拡充を検討する。
5. 利用者のニーズに応じた図書館の利用環境の向上を検討する。

２ 研究に関する目標 ２ 研究に関する目標を達成するための措置
（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標 （１）研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置

1) 目指すべき研究の方向性横浜国立大学は，研究を通して 「実践性 「先進性 「開， 」 」
放性 「国際性」の理念を実現する。 大学の理念を具現する実践的，先進的研究，とりわけ新たな学問の萌芽となる研究，学」
1. 自由な発想を支える柔軟なシステムのもとに広く内外 際的研究，特に文理を融合する学際的研究，学外との共同研究の種となる研究を育て，多
の研究者と協調して先進的な研究を遂行し，世界の第一 様な民族が共生する世界平和の達成，人類福祉の向上，自由と平等が保障される民主社会
線に肩を並べる高い水準の研究成果を創出する。 の実現，自然と人間が調和する地球環境の創生を目指す世界に先駆けた大学独自の実践的

2. 社会と自然及びそこに生きる人間の諸問題を探求し， 研究成果を創出する。
各学問分野における世界的研究拠点となり，人類の将来

2)大学として重点的に取り組む領域に向けた的確な提言をする。
3. 研究の成果を広く発信し 国 地方公共団体 産業界 大学の基本理念である「実践性 「先進性 「開放性 「国際性」に立脚し，大学の優れ， ， ， ， 」 」 」
市民社会，諸外国が抱える課題の解決に寄与するため， た人的資源を最大限に活用しうる研究分野の重点的な整備・強化を図る。
独創性・有用性・新規性・未来可能性などを持った研究 1. ２１世紀ＣＯＥプログラムに採択された分野を重点研究領域と位置づける。さらに，
成果の還元に努める。 本学独自の研究成果を生かし，拠点形成のためのプロジェクト研究を立ち上げる。

2. 教員個人の発想に基づく研究に加え，①「安心・安全」の科学と技術をはじめとする
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全学的なプロジェクト研究，②環境の科学と技術に関する総合的な研究，③国際開発・
経済学・経営学・国際経済法学を包含した研究における基礎的・応用的・先端的研究を
推進し，本学の個性化を図る。
3. 教育・人間科学を領域とする研究を継続的に発展させ，社会的ニーズに応える重点分
野の研究を積極的に推進する。

3)成果の社会への還元に関する具体的方策
1. 独創性・有用性・新規性・未来可能性などを持った研究成果を学術論文，著書として
公表し，研究成果の社会への還元を行う。
2. 共同研究推進センターを通して，国，地方自治体，民間との共同研究・受託研究を中
期目標期間中に１５年度比２０％程度の増加を目指す。
3. 産学連携推進本部に知的財産部門を設置し，よこはまティーエルオー株式会社，よこ
はま大学ベンチャークラブなどの学外組織と連携して，知的財産の創出，取得，管理，
活用及び研究シーズの発信並びに社会還元の視点から技術移転及び起業化を推進する。

4. 学会，各種審議会などを通じて，教育研究成果を積極的に還元していく。
5. それぞれの分野において一般市民の理解の向上に資するような著書，刊行物等を発刊
・公表する。
6. 学内広報関係組織の有機的連携により，ホームページを介した研究プロジェクトの紹
介や研究成果の公開を推進する。

7. 情報技術を活用し，学内で生産された学術情報の体系的な発信を行う。

4)研究の水準・成果の検証に関する具体的方策
1. 国際的に評価の高い学術雑誌，あるいは我が国固有の学問・実務・実業の面で国内諸
分野への寄与が高い学術雑誌への論文投稿を通して，国内外で第一線の学術成果を挙げ
ていることを検証する。

2. 自らも多様な評価基準を開発するとともに，21世紀COE，科学研究費補助金，国が推進
するプロジェクト研究等への応募と採否等を通じて，研究水準を常に検証する。

3. 学問分野の多様性，特性に応じて，研究水準を確認する。
4. 多様な評価基準に基づき，研究水準を向上させるため，年間３０件以上の特許の出願
・年間１５件以上の特許の取得目標値の設定や製品化により実用性・有用性に優れた研
究の水準を検証する。

（２）研究実施体制等の整備に関する目標 （２）研究実施体制等の整備に関する目標を達成するための措置
1) 適切な研究者等の配置に関する具体的方策1. 横浜国立大学は，これまでの実践的，先進的研究をさ

らに推進していくために研究組織，研究資金，研究環境 1. 大学が特に重視する教育研究の展開を実現するため，全学教員枠（仮称）を設け，大
の弾力的・流動的運用に努める。 学全体の視点から研究者等を配置する。

2. 横浜国立大学の特色である研究部と教育部を分離した 2. 各部局・センターの人材を，社会から要請される先進的，融合的，学際的な研究課題
大学院組織を生かし，学術と社会の変化に柔軟に対応し に基づき弾力的・流動的に組織した研究を推進し，研究者，研究支援者及び研究設備等
た教育研究を実施するため，大学内の各部局・センター の有効かつ適正な配置を図る。
の人材・施設等を，先進的，融合的，学際的な研究課題 3. 外国の大学を含む他研究機関との間で研究者の人事交流を促進する。
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に基づき弾力的・流動的に組織して研究を推進する。ま 4. 他大学出身者，本学出身者の他機関勤務経験者，さらに外国人や女性など，多様な経
た，外国の大学を含む他研究機関との間で研究者の人事 歴・経験や出身基盤を持つ者を積極的に採用するよう配慮する。
交流を促進する。 5. 若手研究者が研究に専念できる環境を整備する。

3. 時代に相応しい研究の課題を定期的に精査し，公表す 6. 研究組織の活力を高めるため，教員の公募制，任期制及び柔軟な定年制の運用につい
る 課題に対する成果は 組織あるいは教員個人として て検討する。。 ， ，
多面的に評価する。そのため，成果を適切に評価する方 7. 大学院生をリサーチアシスタント（RA）として有効に活用する。
法を研究分野の特徴に応じて構築するとともに，それら 8. 研究成果を教員の研究組織の改編に結びつけ，教員の適切な配置を検討する。
を研究の質の向上に資するためにフィードバック体制の 9. 個々人の研究に加え，プロジェクト研究を推進させる機構を検討する。
整備に努める。 . サバティカル制度導入の検討等により，研究活動の活性化を図る。10

2)研究資金の配分システムに関する具体的方策
1. 学内予算の一部を教育研究高度化経費として，学内の特定プロジェクトに配分する。
2 研究の企画・立案，研究資源の導入等，大学における研究を効率的かつ円滑に推進す.
るため，研究推進室（仮称）を設置する。
3. 教育研究高度化経費の割合を増加させ，部局の特性に応じ優れた研究に予算を積極的
に配分し，長期的視点を含めた研究業績に関する評価を実施する。
4. 特許料収入の配分を発明者に４０％還元するなど，外部資金を獲得した教員にインセ
ンティブを付与する。

3)研究に必要な設備等の活用・整備に関する具体的方策
1. 研究活動の基盤をなす施設・設備，図書等資料などを整備，充実し，情報ネットワー
クや情報サービス機器などは継続的にその向上を推進する。
2. 研究室，実験室などの施設に関し，全学共通利用スペースを設け，大学全体の資源の
適正で有効な利用を推進する。

3. 大学全体の視点から施設，資金や教職員などの適正で有効な配置を図る。

4)知的財産の創出，取得，管理及び活用に関する具体的方策
大学が，基本特許の取得につながる革新的ブレイクスルーを達成し，新技術・新産業を

創出するため，より速やかに知的財産を生み出す環境整備と，生み出された成果の権利化
・運用を目的とした産学連携推進本部知的財産部門を設置する。

5)研究活動の評価及び評価結果を質の向上につなげるための具体的方策
1. 全学の評価委員会及び各部局の対応する委員会は，教員個人と教員が所属する組織の
研究に関する自己点検・評価，外部評価を定期的に実施し，研究活動の改善と質の向上
に反映させる。
2. 各部局の実情に応じて，評価結果を部局内の研究予算の配分，教員の配置，研究室面
積等の配分に反映させる。

6)学内共同研究等に関する具体的方策
1. 共同研究推進センターのリエゾン機能の充実，職員の増強，実験スペースの拡充を推



- 10 -

進する。
2. 情報通信ネットワーク基盤を整備し，教員及び学生の情報取得及び情報の発信の便宜
を図る。情報セキュリティポリシーのもとに，社会的責任を果たす。また，研究と教育
の両面における情報処理に関する支援を十分に行うため，総合情報処理センターを改組
拡充して組織面及び設備面の整備を検討する。
3. 機器分析評価センターの学内研究支援機関としての体制を強めるとともに，地域と連
携した研究への展開を図る。
4. ベンチャー・ビジネス・ラボラトリーにおいてベンチャービジネスの萌芽ともなる独
創的な研究分野を開拓し，そこから発展が期待される研究分野の育成を推進する。
5. 安全工学・環境工学に関する研究成果を広く普及し，安全教育，安全・環境管理の充
実を図るための組織の構築を図る。
6. 高度化，多様化する研究ニーズに迅速かつ適切に対応するため，全学教育研究施設の
見直しを行い，効率的な組織編成と人員の配置により密接に連携した教育研究を推進す
る体制を整備する。

7)学部・研究科・附置研究所等の研究実施体制等に関する特記事項
大学全体としての取組を踏まえた上で，各部局では固有の研究領域に即した研究実施体

制を構築する。

３ その他の目標 ３ その他の目標を達成するための措置
（１）社会との連携，国際交流等に関する目標 （１）社会との連携，国際交流等に関する目標を達成するための措置

「社会に開かれた大学」として，先端的かつ複合的な学 1. 海外の大学との研究交流，外国人研究者受入れ，国際機関との共同研究などを積極的
術研究を発展させ実践的な高度専門職業人を育成すること に促進する。
を基本方針とする横浜国立大学においては，社会との連携 2. 留学生を受け入れ，学部，大学院における英語コースを整備し，コースの質的向上を
を積極的に推進し，多様なニーズへの対応や諸課題の解決 図る。
において貢献することは重要かつ不可欠のものである。 3. 留学生のために単位互換制度の柔軟化を推進する。
1. 大学として本来の研究・教育活動を行うとともに，産 4. より効率的な国際交流推進体制のあり方について検討する。
業界，地域社会等との研究面での連携活動や教育面にお

1) 地域社会等との連携・協力，社会サービス等に係る具体的方策ける連携も積極的に行う。
2. 国際都市横浜を背景とし，国際性を重視する伝統を踏 1. 大学全体としての組織的・総合的な推進体制を整備することにより，大学としての窓
まえ，教育面及び社会面における国際協力・交流活動を 口を一本化し，社会の真のニーズを把握しながら，具体的な事業展開を推進する。
積極的に行う。 2. 社会貢献，産学連携とかかわりを持つ組織を担当委員会のもと有機的に結合し，社会

貢献，産学連携を組織的に推進する。
3. 教育と研究における社会との連携をさらに深めて社会サービス等を充実させるため，
利便性の高い地区に大学の窓口及びサテライト教室を整備する。
4. 地域の要望等に応じた公開講座，セミナー，研修会等を実施し，生涯学習の機会を提
供する。
5. 独立行政法人や地方自治体等との連携を強化し，各種審議会，公的研究機関等の委員
会・審議会等へ積極的に参加する。

6. 附属図書館の教育資源を広く社会へ開放する。
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7. オープンキャンパスの充実や，大学院社会人コースの拡充等により教育研究の成果等
を広く提供する。
8. 海外の大学との研究交流，外国人研究者受け入れ，国際機関との共同研究，国際協力
プロジェクトへの参加を推進する。

2)産学官連携の推進に関する具体的方策
1. 大学の研究情報を外部に提供し，人的・物的資源を十分に活用する学内連携システム
を構築し，共同研究・受託研究，技術移転事業実施，国内外から各種研究員の受入れを
質的，量的に拡充する。
2. 教員の研究成果を基に，研究集会，シンポジウム等を主催又は参画し，産学官の交流
及び連携・協力を推進する。
3. 社会との効率的な連携，社会人の技術及び知識の向上に寄与するため，リエゾン機能
の活用，種々の技術相談及び技術研修会を催し，きめ細かな対応を行う。
4. 社会の科学的基礎研究及び技術水準の高揚，高度技術者養成の一環として，外部資金
の導入による寄附講座，連携講座を開講する。
5. 教員の専門性を活かした各種審議会，企業役員等への就任，データベースの構築，ソ
フトウエアの開発，研究論文発表等による研究成果の提供を行い，社会に貢献する。
6. 共同研究推進センターなどを通じ産業界からの要望を広く収集するとともに，地域社
会一般からの相談内容も大学として収集する体制を整備し，自然・社会・人文の各領域
から適切な専門的アドバイスを提供できるような支援体制の確立を目指す。

3)地域の公私立大学等との連携・支援に関する具体的方策
学内の競争的経費（教育研究高度化経費）を使用し，地域の大学，特に横浜市立大学と

の共同研究と教育連携（単位互換，連携講座）を積極的に推進する。

4)留学生交流その他諸外国の大学等との教育研究上の交流に関する具体的方策
1. 大学間交流協定を今後も充実・拡充することにより，外国人研究者の招聘や留学生の
受入及び教職員・大学院生の海外派遣を積極的に推進する。
2. 横浜国立大学国際交流基金など国際的な研究交流を促進するための諸制度を整備・拡

， ， 。充するとともに 全学横断的な支援体制を確立し 部局等の活動を有機的に連携させる
3. 留学生の増加に対応した全学的な教育研究支援体制を充実する。

5)教育研究活動に関連した国際貢献に関する具体的方策
1. 大学間交流協定の締結や諸外国の高等教育研究機関と学術交流を一層推進し，研究員
の受入れ，外国企業等との共同研究，研究情報の交換などについて，全学横断的な支援
体制を確立し，積極的に行う。
2. 諸外国の大学及び高等教育研究機関が開催する国際集会，国際シンポジウム等に積極
的に参画し，諸外国機関との交流及び連携協力を推進する。
3. 国内外の機関による途上国人材育成事業など従来の実績を踏まえて，開発途上国に対
する協力事業を積極的に推進する。
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4. 文部科学省，世界銀行，ＩＭＦ，独立行政法人国際協力機構，独立行政法人日本学生
支援機構等との連携による英語を用いた教育プログラムの充実を図る。

（２） 附属学校に関する目標 （２）附属学校に関する目標を達成するための措置
1)設置目的 1)大学・学部との連携・協力の強化に関する具体的方策

知・徳・体のバランスがとれた人間性豊かな児童・生徒 1. 教育学研究科・教育人間科学部・教育実践総合センター等と連携・協力しながら，教
の育成をめざし，さらに附属学校の特質を生かした教育課 育課程・カリキュラムを検討し，小学校，中学校の教育内容の連携や附属学校間の連携
程の開発・実践を進め，近隣教育界の範となることを目的 を推進するための体制の整備を検討する。
とする。 2. 学部・研究科等との共同研究により独自の教育理論を創造するとともに，学部・研究

科の授業と教育現場での実践との有機的な連携を図り，附属学校の役割を明確にした教
員養成システムを構築する。
3. 学部や研究科，教育実践総合センター・附属学校共催の近隣公立学校の現職教育研修
を計画的に行う。

4 地域と連携して附属学校のあり方を検討する。.

2) 教育活動の基本方針 2)学校運営の改善に関する具体的方策
教育課程の開発・実践にあたっては，小・中・特別支援 1. 児童・生徒の学校生活全般にわたる指導計画の作成，施設等の整備・充実と活用等，

の各附属学校の連携を密にし，教育人間科学部などの学内 各年度ごとの教育目標と重点項目を明確化し，年度末にその達成度を確認する。
諸部局・施設，並びに教育委員会等地域の教育機関との連 2. 小・中・特別支援学校が有機的に関連した教育課程の開発を目指し，附属学校と連携
携・協力を重視していく。また，実践的指導力を備えた教 した学校運営を検討する。
員の養成や職員の交流人事 現職教員の研修などを通して 3. 児童・生徒の安全管理の方策を強化する。， ，
開発した教育課程やその実践方法を地域教育界に還元す 4. 保護者・地域住民・ゲスト講師等が随時参加できる教育実践や，地域の歴史的・文化
る。 的財産及び人材を積極的に活用する教育実践を行う。

5. 学習支援ボランティアの積極的導入を図り，附属学校の教育研究活動を充実させる。

3)附属学校の目標を達成するための入学者選抜の改善に関する具体的方策
教育活動の基本方針及び特色ある学校づくりに相応しい入学者選抜方法を検討し，実施3)学校運営の改善の方向性

特色ある学校づくりをめざし，選抜方法改善の検討，保 する。
護者の学習参加の促進，地域に開かれた学校運営の実現に

4)公立学校との人事交流に対応した体系的な教職員研修に関する具体的方策向けた取り組みを行う。
1. 円滑な人事交流を行うため，神奈川県・横浜市・川崎市教育委員会と大学との連携協
議会のもとに専門委員会を設置する。
2. 神奈川県・横浜市・川崎市の各教育委員会における現職教員の研修の場として活用す
る。

3. 教育学研究科の活用など附属学校教員が専修免許状を取得できる方法を検討する。

Ⅲ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置
１ 運営体制の改善に関する目標 １ 運営体制の改善に関する目標を達成するための措置
1)効果的な組織運営に関する基本方針 1)全学的な経営戦略の確立に関する具体的方策

学長のリーダーシップのもとに，役員会，経営協議会， 大学の代表として大学内部の利害の調整を含め，大学全体の基本的方向付けと，その運
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教育研究評議会，各部局教授会などが協調し，効果的な大 営を総理する学長のリーダーシップ機能を整備する。
。 ， 。学運営を行う また 全学的な企画立案体制の強化を図る

2)戦略的な学内資源配分の実現等の基本方針 2)運営組織の効果的・機動的な運営に関する具体的方策
教育研究を充実させ，活性化を図るために，予算，研究 役員・部局長合同会議を設置し，経営協議会・教育研究評議会に付議する事案の整理と

室面積，人員等の有効な資源配分を進める。このため，学 部局間の調整を行い，学内のコンセンサスを得ながら全学的視点の大学運営が遂行できる
長のリーダーシップのもとに適切な資源配分を企画立案 ようにする。
し，必要な審議を経て実施する。

3)学部長等を中心とした機動的な学部等運営に関する具体的方策
1. 部局長が機動的部局運営を行うことのできる学部長等の補佐体制をとるとともに，開
かれた民主的部局運営のための制度的工夫を行う。

2. 教授会等の効率的運営のための評価と見直しを進める。

4)教員・事務職員等による一体的な運営に関する具体的方策
大学の基本理念を具現化するための機動的大学運営が行えるよう組織における役割分担

を明確にし，教員組織と事務組織の連携強化を図る。

5)全学的視点からの戦略的な学内資源配分に関する具体的方策
1. 高いレベルの基礎的研究や優れた先端的研究の育成を推進するため，競争的資金の獲

， 。得を図る産学連携推進本部及び知的財産部門の整備を図り 学内資源配分を適切に行う
2. 中期目標・中期計画の研究計画，各学問領域の学術及び社会的意義，教育研究の業績
評価などに基づいて，
①学内予算の一部を教育研究高度化経費として確保し，学内の特定プロジェクトへの配
分

②教育研究のための全学共通利用スペースの配分ルールの整備
③全学教員枠（仮称）の設定
④受託研究費，共同研究費の間接経費や寄附金のオーバーヘッドを大学管理経費として
確保し，大学全体の視点から活用

など，弾力的・流動的運用を図る。
3. 大学として重点的，組織的に推進すべき研究分野に，教育研究高度化経費を重点的に
投資支援するため，研究の企画・立案，研究資源の導入等を行う研究推進室（仮称）を
設置する。

6)学外の有識者・専門家の積極的任用に関する具体的方策
学外の有識者，専門家を適宜，登用することにより，必要とする業務を効果的に行い，

大学の機能強化を図る。

7)内部監査機能の充実に関する具体的方策
監査室の設置，会計監査人，監事との連携により，大学における財務運営等を含めた自

己規律，自己責任の確立のため，内部監査機能の強化を図る。
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8)国立大学間の自主的な連携・協力体制に関する具体的方策
従来の国立大学協会に相当する法人化後の国立大学を構成員とする新しい連合組織に参

画し，緊密な連絡と協力を図る。

２ 教育研究組織の見直しに関する目標 ２ 教育研究組織の見直しに関する目標を達成するための措置
教育研究上の目標，課題等を踏まえて，教育研究組織の 1)教育研究組織の編成・見直しのシステムに関する具体的方策

柔軟かつ機動的な編成・見直し等を行う。 教育研究に対する社会的要請の変化を捉え，教育研究組織の評価等に基づき，その必要
性を勘案した上で見直しを行い，必要な改編を行う。

2)教育研究組織の見直しの方向性
1. 高度化・複合化する学問に先進的に対応し，教育研究に対する社会的要請に応えるた
めに，教育研究組織の整備を図る。

2. 定期的に自己点検・評価及び外部評価を実施し，教育研究組織の見直しに繋げる。
3. 教育研究の国際化及び情報化に対応した教育研究体制を構築するため，学内諸施設の
機能充実と連携体制を推進し，国際的水準の研究をリードする研究拠点を作る。

３ 人事の適正化に関する目標 ３ 教職員の人事の適正化に関する目標を達成するための措置
優れた人材を確保するため採用人事にあたっては公募制 1)人事評価システムの整備・活用に関する具体的方策

を積極的に活用し，必要に応じて任期制を用いた教員の採 部局の状況に応じて，業績評価に基づいた適正なインセンティブの付与のための給与，
用を行うとともに，評価に基づき定期的な組織の見直しを 勤務条件等の整備を進める。
行う。また，流動性を高め，厳正な業績評価に基づき適切
なインセンティブを付与するための給与等の整備を進め， 2)柔軟で多様な人事制度の構築に関する具体的方策
戦略的・効果的な人的資源の活用や非公務員型を生かした 1. 部局の状況に応じて必要な場合には定年制の柔軟な適用を検討し，研究プロジェクト
柔軟かつ多様な人事システムの構築等を行う。 や優れた教育の継続性を確保する。
また 「行政改革の重要方針 （平成17年12月24日閣議 2. 全学教員枠（仮称）の設定により，国内外の優秀な人材を採用し，教育研究の特定分， 」

決定 において示された総人件費改革の実行計画を踏まえ 野の充実を図る。） ，
人件費削減の取組を行う。

3)任期制・公募制の導入など教員の流動性向上に関する具体的方策
採用人事にあたっては公募制を積極的に活用し，優れた人材の確保に努めるとともに，

複数の部局にまたがった連携・協力を強化する。

4)外国人・女性等の教員採用の促進に関する具体的方策
部局の特性に応じて他大学出身者，本学出身者の他機関勤務経験者，さらに外国人や女

性など，多様な経歴・経験や出身基盤を持つ者を積極的に採用するよう配慮する。

5)事務職員等の採用・養成・人事交流に関する具体的方策
1. 職員の専門性を高めるために研修制度の整備を図るとともに，学外研修への派遣を進
める。
2. 職員のキャリア形成，組織の活性化のために，他大学など外部との交流を積極的に行
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う。
3. 産学連携分野のプロジェクト型業務などの専門職員については，優れた人材を確保す
るため，民間等から適材適所で積極的な任用を行う。

6)中長期的な観点に立った適切な人員（人件費）管理に関する具体的方策
部局の状況を踏まえ，教職員の人員管理にあっては，運営費交付金の人件費総枠の中で

適正かつ効率的な人事計画を推進する。
総人件費改革の実行計画を踏まえ，平成21年度までに概ね４％の人件費の削減を図る。

４ 事務等の効率化・合理化に関する目標 ４ 事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置
1. 事務組織及び業務の見直し，改革を行い，機動的・効 1)事務組織の機能・編成の見直しに関する具体的方策
率的な運営ができるようにするとともに，事務職員と教 1. 大学全体として事務局及び各部局において自己点検・評価を実施し，事務処理の標準
員が一体となっての企画立案機能を高める。 化と情報の共有化を図り，事務処理の効率化を推進する。

2. 事務局事務と部局事務における業務全般の権限と責任 2. 専門的職員の養成と機動的な組織体制の確立を推進する。
の所在，事務処理システムの在り方，アウトソーシング 3. 組織ごとに分散している業務の集中化により，事務処理の簡素化及び迅速化を推進す
方式の採用などによる精査を通じて，大学全体の事務組 るとともに，必要に応じて窓口業務の一本化による合理化・簡素化を図り，学生・教職
織の合理化・簡素化のため，組織再編を行い，事務職員 員・地域社会へのサービス向上を図る。
の大学事務局，各部局への適正な配置を図る。 4. 教育研究の円滑な運営を図るため，適正な人的資源配置の精査を毎年度行い，限られ

3. 各部局における教育研究活動の活性化を支える事務サ た人材の効率的配置・投入を図り，事務職員の配置の適正化を推進する。
ービスの向上を図り，そのための効果的な組織編成と適
正な人事配置を行う。 2)複数大学による共同業務処理に関する具体的方策

職員採用試験事務，産学官連携に関する業務，事務情報化に関する業務など，複数大学
が共同して行うことにより，効率化を図る。

3)業務のアウトソーシング等に関する具体的方策
より重要な業務に人員を集中し，効率的な運営を図るため，外部の専門的な知識と技術

の有効活用など外部委託等による効率的な業務を検討する。

Ⅳ 財務内容の改善に関する目標 Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置
１ 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標 １ 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標を達成するための措置
1)科学研究費補助金など外部研究資金やその他の自己収入の 1)科学研究費補助金，受託研究，奨学寄附金等外部資金の増加に関する具体的方策
確保及び増額の基本方針 1.研究活動面における自己収入確保・増大のための措置
1. 積極的に外部資金の導入を図るとともに，自己収入の a. 各部局において共同研究プロジェクトの推進や活性化を図るとともに，各省庁等の
確保に努める。 提案公募型研究資金の獲得や，民間等の各種技術課題に関する受託研究の実施などに

2. 自己収入額の取り扱いについては，各事業年度に計画 より，外部資金の増加を図る。産学連携等研究収入及び寄附金収入等，外部資金を中
的な収支計画を作成し，当該収支計画による運営に努め 期目標期間中に平成１５年度比で２０％程度の増加を目指す。
る。 b. 大学全体において，外部資金の獲得を図るため，情報収集及び申請を支援する産学

連携体制を早い段階に整備する。
c. 外部資金の導入による研究成果の状況把握，評価，申請のためのデータベースなど
を早い段階に整備する。
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d. ソフトウェアの知的財産化とその利用による自己収入の確保について検討する。
， ， ， ，e. 受託研究 共同研究 寄附金の数を増やし その間接経費とオーバーヘッドにより

大学全体の視点から活用できる予算を確保する。

2.教育活動面における自己収入確保・増大のための措置
a. 早い時期に学外向け講座，セミナー，イベント等の一部のものについて有料化を検
討する。

b. 教材の作成等学術図書出版事業等による自己収入の獲得を検討する。

2)収入を伴う事業の実施に関する具体的方策
大学及び各部局に所属の自己資産（会議室，諸設備，野外施設等）の休暇期間中あるい

は夜間等の学外利用者への有料貸出制度について，早い段階に検討を行う。

２ 経費の抑制に関する目標 ２ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置
全学的な見地から，経費の総点検を行うとともに，その 1)管理的経費の抑制に関する具体的方策

結果については，評価システムの構築と効率化により，管 1. 電子事務局化等事務の合理化・集約化に務め経費の節減を図る。
理的経費抑制を図る。 2. 建物，設備等の計画的な保守管理体制を構築すると共に，全学的な省エネルギーを図

り，保守管理経費の節減を図る。
3. アウトソーシングの費用対効果を検討し，効果のあるものを積極的に取り入れ経費の
抑制を図る。

３ 資産の運用管理の改善に関する目標 ３ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置
大学が保有する資産の点検・評価に基づき，その特性に 1. 資産運用管理の効率化を行い，適切なリスク管理が行われるための責任体制を整備す

応じて，効率的・効果的な運用を図る。 る。
2. 外部に貸付が可能な資産の一元化かつ有効利用に努めるとともに，貸付に係わる業務
を外部委託し，経費の節減を図り，資産の効率的・効果的運用を図る。
3. 大学が所有する既存施設を効率的に管理運用し，有効活用を図るために，施設の使用
面積の弾力的・効率的利用を図る。

「 」 ， ，4. 各年度において 経営努力 認定を受けた剰余金の使途として 教育研究環境の整備
充実に充てる。

Ⅴ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目 Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するための措置
標

１ 評価の充実に関する目標 １ 評価の充実に関する目標を達成するための措置
大学の諸活動の成果の客観的な見直しにより，大学の自 1)自己点検・評価の改善に関する具体的方策

律的発展をさらに促進するため，横浜国立大学の教育・研 大学全体及び各部局は中期目標・中期計画の達成状況について種々の外部評価を活用し
究，組織運営，財務等に関して全学的な自己点検・評価及 つつ，自己点検・評価を効果的に実施する体制を整備する。
び外部評価を適時にかつ厳正に実施し，その評価結果を速
やかに公表するとともに，大学運営の改善に十分に反映さ 2)評価結果を大学運営の改善に活用するための具体的方策
せる。 中期目標・中期計画の達成状況について種々の外部評価を活用するとともに，自己点検
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・評価結果や国立大学法人評価委員会及び独立行政法人大学評価・学位授与機構による評
価結果のフィードバック体制を充実し，大学の教育研究活動の改善に反映させる。

２ 情報公開等の推進に関する目標 ２ 情報公開等の推進に関する目標を達成するための措置
教育研究，組織運営，財務など大学運営全般にわたっ 1)大学情報の積極的な公開・提供及び広報に関する具体的方策

て透明性を確保するため，各種の情報伝達媒体を利用し 1. 大学の広報システムの見直しと抜本的強化に努め，各種媒体を通した大学情報の公開
て，運営の実態に関する情報を社会に対して積極的に公 に努める。
開するよう努める。 2. 大学全体の諸活動及び教員の教育研究活動に関する情報のデータベース化により，情

報提供の充実を図る。

Ⅵ その他業務運営に関する重要目標 Ⅴ その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置
１ 施設設備の整備・活用等に関する目標 １ 施設設備の整備等に関する目標を達成するための措置

大学としての施設の整備に係る基本方針及び長期的な構
想を明確化するとともに，教育研究スペースの有効利用を
図りつつ，重点的かつ計画的な施設・設備の更新及び整備
を実施し，教育研究環境の効果的かつ効率的な整備に努め
る。

1)施設設備の整備・活用に関する基本方針 1)施設等の整備に関する具体的方策
施設の点検・評価に基づき，その効果的・効率的利用を 1. 全学的視野にたって，教育研究計画に相応しい環境形成を行うため，国立大学等施設

推進し，教育研究に係る将来構想に基づき，重点的かつ計 緊急整備５ヶ年計画，リニューアル計画，大学エコキャンパス指針及び計画などに基づ
画的整備に努める。 く整備計画を策定する。

2. 重点的な教育研究を支援する施設整備，外国人研究者・留学生の受入を支援する施設
整備，老朽施設の改善整備，学生支援・交流等のスペースの確保等，教育研究と一体的
な施設整備に努める。

2)施設設備の機能保全・維持管理に関する基本方針 2)施設等の有効活用及び維持管理に関する具体的方策
教育研究の確実な遂行及び施設の安全性・信頼性を確保 1. 施設利用効率を向上させるため，施設利用状況の点検・評価を実施し，多様な教育・

し 所要の施設機能を長期間発揮するため 計画的な整備 研究ニーズに対応した施設の有効活用に努める。， ， ，
維持・保全を行い，適切な教育研究環境の確保に努める。 2. 新築・増築及び大型改修により校舎等の整備を行う場合は，当該整備面積の２０％を

全学共通利用スペースとして確保する。また，全学共通利用スペースは，利用形態に応
じた経費の負担を実施する。
3. 施設設備の機能保全・維持管理のため，耐震性能の低い建物の安全確保，老朽等によ
る機能低下に伴う改善整備，リニューアル計画に基づく施設の機能保全の推進，インフ
ラ整備の機能確保のために適切な更新・改修に努める。

２ 安全管理に関する目標 ２ 安全管理に関する目標を達成するための措置
1) 全学的な安全管理体制を構築し，学生・教職員の安全教 1)労働安全衛生法等を踏まえた安全管理・事故防止に関する具体的方策
育対策を始め，盗難や事故防止等のセキュリティ対策，情 1. 労働安全衛生法など関係法令等を踏まえて，教職員・学生・児童・生徒の安全を確保
報セキュリティ対策など，教育研究環境の安全・衛生の確 するため，安全衛生委員会を設置するなど，安全管理体制の整備を推進する。
保に努める。 2. 放射線等の利用者の安全確保のため，施設の整備，管理の充実に努めるとともに，毒
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劇物等の危害防止，盗難防止，保管・設備点検等管理の徹底に努める。
3. 構内のセキュリティ対策について，点検調査を行い，必要な設備等の整備を図る。
4. 大学エコキャンパス建築指針及び同行動計画を推進し，環境保全への取り組みを目指
すとともに，PRTR（環境汚染物質排出移動登録）等実験廃棄物の全学的な管理体制の構
築を検討し，廃棄物の適切な処理とリサイクルの推進，省エネ・省コスト対策を行う。

2) 新たな教育研究環境を創造するため，環境を意識した教 2)学生・教職員の安全確保等に関する具体的方策
育・研究，環境と共生する施設設備の整備及び環境に配慮 1. 安全衛生委員会や安全管理教育の実施機関を設置するなど安全管理体制の整備を推進
した管理・運営に取り組み，広く社会及び地域環境と調和 し，教育研究における安全確保のために安全教育を実施する。
のとれたキャンパスの構築を推進する。

3) 学校保健法及び労働安全衛生法に則り，全学的な安全衛 3) 学生・教職員の安全衛生管理に関する具体的方策
生管理体制を構築し，学生・教職員の健康管理を充実させ 1. 健康診断内容の充実及び健康診断の効率化並びに疫学・統計処理のための新たな健康
る。 診断システムを構築する。

2. 労働安全衛生法に則り，教職員のメンタルヘルス・ケアの充実を図る。
3. 学内における心肺蘇生法の普及に努め，救急救命対策を充実させる。

Ⅵ 予算（人件費の見積もりを含む ，収支計画及び資金計画。）
別紙参照

Ⅶ 短期借入金の限度額
１ 短期借入金の限度額

２３億円
２ 想定される理由

運営費交付金の受入の遅延及び予見しがたい事故等のために緊急に必要となる対策費
として借入を行うことも想定される。

Ⅷ 重要な財産を譲渡し，又は担保に供する計画
１ 財産の譲渡に関する計画

常盤台地区の土地の一部（横浜市保土ヶ谷区常盤台１５６番地先ほか、
３，８９２．５５㎡）を譲渡する。

２ 担保に供する計画の予定はない。

Ⅸ 剰余金の使途
決算において剰余金が発生した場合は，教育研究環境の整備，充実に充てる。

Ⅹ その他
１ 施設・設備に関する計画

施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源
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小規模改修 総額 ２８２ 施設整備費補助金（２８２）

（注１）金額については見込みであり，中期目標を達成するために必要な業務の実施状況
等を勘案した施設・設備の整備や老朽度合等を勘案した施設・設備の改修等が追加
されることもある。

（注２）小規模改修について１７年度以降は１６年度同額として試算している。
なお，各事業年度の施設整備費補助金，船舶建造費補助金，国立大学財務・経営

センター施設費交付金，長期借入金については，事業の進展等により所要額の変動
が予想されるため，具体的な額については，各事業年度の予算編成過程等において
決定される。

２ 人事に関する計画
)人事評価システムの整備・活用に関する具体的方策1
部局の状況に応じて，業績評価に基づいた適正なインセンティブの付与のための給与，

勤務条件等の整備を進める。

)柔軟で多様な人事制度の構築に関する具体的方策2
部局の状況に応じて必要な場合には定年制の柔軟な適用を検討し，研究プロジェクト1.
や優れた教育の継続性を確保する。
全学教員枠（仮称）の設定により，国内外の優秀な人材を採用し，教育研究の特定分2.
野の充実を図る。

)任期制・公募制の導入など教員の流動性向上に関する具体的方策3
採用人事にあたっては公募制を積極的に活用し，優れた人材の確保に努めるとともに，

複数の部局にまたがった連携・協力を強化する。

)外国人・女性等の教員採用の促進に関する具体的方策4
部局の特性に応じて他大学出身者，本学出身者の他機関勤務経験者，さらに外国人や女

性など，多様な経歴・経験や出身基盤を持つ者を積極的に採用するよう配慮する。

)事務職員等の採用・養成・人事交流に関する具体的方策5
職員の専門性を高めるために研修制度の整備を図るとともに，学外研修への派遣を進1.
める。
職員のキャリア形成，組織の活性化のために，他大学など外部との交流を積極的に行2.
う。
産学連携分野のプロジェクト型業務などの専門職員については，優れた人材を確保す3.
るため，民間等から適材適所で積極的な任用を行う。

)中長期的な観点に立った適切な人員（人件費）管理に関する具体的方策6
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部局の状況を踏まえ，教職員の人員管理にあっては，運営費交付金の人件費総枠の中で
適正かつ効率的な人事計画を推進する。
総人件費改革の実行計画を踏まえ，平成21年度までに概ね４％の人件費の削減を図る。

（参考） 中期目標期間中の人件費総額見込み ６６，０７３百万円（退職手当は除く）

３ 中期目標期間を超える債務負担
中期目標期間を超える債務負担の予定はしていない。
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（別紙）

中期目標 中期計画

別表（学部，研究科（学府・研究院含む ） 別表（収容定員））

学 教育人間科学部 教育人間科学部 １，８４０人
部 経済学部 平 （うち教員養成に係る分野 ９２０人）

経営学部 成 経済学部 １，０１０人
工学部 経営学部 １，２９７人16

年 工学部 ２，８４０人
研 教育学研究科 度
究 国際社会科学研究科 教育学研究科 ２６０人
科 工学府・工学研究院 （うち修士課程 ２６０人）

環境情報学府・環境情報研究院 国際社会科学研究科 ３８９人

（

学 東京学芸大学大学院 うち博士課程（前期） ２３４人
府 連合学校教育学研究科(参加校） 博士課程（後期） １０５人
・ 法曹養成課程 ５０人
研 工学府 ７４６人
究 うち博士課程（前期） ５４５人
院 博士課程（後期） ２０１人
含 環境情報学府 ４５９人
む うち博士課程（前期） ２８２人

博士課程（後期） １７７人

）

教育人間科学部 １，８４０人
平 （うち教員養成に係る分野 ９２０人）
成 経済学部 ９９０人

経営学部 １，２７４人17
年 工学部 ２，８１０人
度

教育学研究科 ２６０人
（うち修士課程 ２６０人）

国際社会科学研究科 ４２１人
うち博士課程（前期） ２１６人

博士課程（後期） １０５人
法曹養成課程 １００人

工学府 ７４９人
うち博士課程（前期） ５４６人

博士課程（後期） ２０３人
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環境情報学府 ４５９人
うち博士課程（前期） ２８２人

博士課程（後期） １７７人

教育人間科学部 １，８４０人
平 （うち教員養成に係る分野 ９２０人）
成 経済学部 ９７０人

経営学部 １，２５１人18
年 工学部 ２，８１０人
度

教育学研究科 ２６０人
（うち修士課程 ２６０人）

国際社会科学研究科 ４７１人
うち博士課程（前期） ２１６人

博士課程（後期） １０５人
法曹養成課程 １５０人

工学府 ７５０人
うち博士課程（前期） ５４６人

博士課程（後期） ２０４人
環境情報学府 ４６５人

うち博士課程（前期） ２８７人
博士課程（後期） １７８人

教育人間科学部 １，８４０人
平 （うち教員養成に係る分野 ９２０人）
成 経済学部 ９５０人

経営学部 １，２２８人19
年 工学部 ２，７８０人
度

教育学研究科 ２６０人
（うち修士課程 ２６０人）

国際社会科学研究科 ４７１人
うち博士課程（前期） ２１６人

博士課程（後期） １０５人
法曹養成課程 １５０人

工学府 ８０３人
うち博士課程（前期） ６１６人

博士課程（後期） １８７人
環境情報学府 ４７１人

うち博士課程（前期） ２９２人
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博士課程（後期） １７９人

教育人間科学部 １，８４０人
平 （うち教員養成に係る分野 ９２０人）
成 経済学部 ９５０人

経営学部 １，２２８人20
年 工学部 ２，７５０人
度

教育学研究科 ２６０人
（うち修士課程 ２６０人）

国際社会科学研究科 ４７１人
うち博士課程（前期） ２１６人

博士課程（後期） １０５人
法曹養成課程 １５０人

工学府 ８５６人
うち博士課程（前期） ６８６人

博士課程（後期） １７０人
環境情報学府 ４７２人

うち博士課程（前期） ２９２人
博士課程（後期） １８０人

教育人間科学部 １，８４０人
平 （うち教員養成に係る分野 ９２０人）
成 経済学部 ９５０人

経営学部 １，２２８人21
年 工学部 ２，７２０人
度

教育学研究科 ２６０人
（うち修士課程 ２６０人）

国際社会科学研究科 ４７１人
うち博士課程（前期） ２１６人

博士課程（後期） １０５人
法曹養成課程 １５０人

工学府 ８３９人
うち博士課程（前期） ６８６人

博士課程（後期） １５３人
環境情報学府 ４７２人

うち博士課程（前期） ２９２人
博士課程（後期） １８０人
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別紙
予算（人件費の見積りを含む ，収支計画及び資金計画。）

１．予 算

平成１６年度～２１年度 予算
（単位：百万円）

区 分 金 額

収入
運営費交付金 ５３，３０１
施設整備費補助金 ２８２
船舶建造費補助金 ０
施設整備資金貸付金償還時補助金 ２，０１７
国立大学財務・経営センター施設費交付金 ０
自己収入 ３６，１６４
授業料及入学金検定料収入 ３５，４４２
附属病院収入 ０
財産処分収入 ０
雑収入 ７２２

産学連携等研究収入及び寄附金収入等 ７，０９０
長期借入金収入 ０

計 ９８，８５４

支出
業務費 ８９，４６５
教育研究経費 ６７，７２０
診療経費 ０
一般管理費 ２１，７４５

施設整備費 ２８２
船舶建造費 ０
産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 ７，０９０
長期借入金償還金 ２，０１７

計 ９８，８５４

[人件費の見積り]
中期目標期間中総額６６，０７３百万円を支出する （退職手当は除く）。

注）人件費の見積りについては，１７年度以降は１６年度の人件費見積り額を踏まえ試算
している。

注）退職手当については，国立大学法人横浜国立大学役員退職手当規則，国立大学法人横
浜国立大学教職員退職手当規則，国立大学法人横浜国立大学非常勤職員退職手当規則，
に基づいて支給することとするが，運営費交付金として措置される額については，各事
業年度の予算編成課程において国家公務員退職手当法に準じて算定される。

注）組織設置に伴う学年進行の影響は考慮していない。
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国 立 大 学 法 人 の 運 営 費 交 付 金 算 定 ル ー ル
○毎事業年度に交付する運営費交付金については，以下の事業区分に基づき，それぞれの対応する数式により算定したもので決定する｡

Ⅰ〔学部教育等標準運営費交付金対象事業費〕
①｢一般管理費｣：管理運営に必要な職員(役員含む)の人件費相当額及ぴ管理運営経費の総額｡ (ｙ－１)は直前の事業年度における (ｙ)｡L L
②｢学部･大学院教育研究経費｣：学部･大学院の教育研究に必要な設置基準上の教職員の人件費相当額及び教育研究経費の総額｡ (ｙ－１)は直前のD
事業年度における (ｙ）｡( (ｘ)は，設置基準に基づく教員にかかる給与費相当額｡)D D

③｢附属学校教育研究経費｣：附属学校の教育研究に必要な標準法上の教職員の人件費相当額及び教育研究経費の総額｡ (ｙ－１)は直前の事業年度D
における (ｙ)｡( (ｘ）は，標準法に基づく教員にかかる給与費相当額｡)D D

④｢教育等施設基盤経費｣ 教育研究等を実施するための基盤となる施設の維持保全に必要となる経費｡Ｆ(ｙ－１)は直前の事業年度における (ｙ)｡: F
〔学部教育等標準運営費交付金対象収入〕
「 ）⑤ 入学料収入｣：当該事業年度における入学定員数に入学料標準額を乗じた額｡(平成 年度入学料免除率で算出される免除相当額については除外15
「 ）⑥ 授業料収入｣：当該事業年度における収容定員数に授業料標準額を乗じた額｡(平成 年度授業料免除率で算出される免除相当額については除外15

Ⅱ〔特定運営費交付金対象事業費〕
⑦｢学部･大学院教育研究経費｣：学部･大学院の教育研究活動の実態に応じ必要となる教職員の人件費相当額及び教育研究経費の総額｡ (ｙ－１)はD
直前の事業年度における (ｙ)｡D

⑧｢附属学校教育研究経費｣：附属学校の教育研究活動の実態に応じ必要となる教職員の人件費相当額及び教育研究経費の総額｡ (ｙ－１)は直前のD
事業年度における (ｙ)｡D

⑨「教育研究診療経費｣：附属病院の教育研究診療活動に必要となる教職員の人件費相当額及び教育研究診療経費の総額｡ (ｙ－１)は直前の事業年E
度における (ｙ)｡E

⑩「附置研究所経費｣：附置研究所の研究活動に必要となる教職員の人件費相当額及び事業経費の総額｡ (ｙ－１)は直前の事業年度における (ｙ)｡E E
⑪「附属施設等経費｣：附属施設の研究活動に必要となる教職員の人件費相当額及び事業経費の総額｡ (ｙ－１)は直前の事業年度における (ｙ)｡E E
⑫「特別教育研究経費｣：特別教育研究経費として，当該事業年度において措置する経費｡
⑬「特殊要因経費｣：特殊要因経費として，当該事業年度に措置する経費｡
〔特定運営費交付金対象収入〕
⑭｢その他収入｣ 検定料収入，入学料収入(入学定員超過分)，授業料収入(収容定員超過分)，雑収入｡平成 年度予算額を基準とし，中期計画期間中: 16
は同額｡

Ⅲ〔附属病院運営費交付金対象事業費〕
⑮「一般診療経費｣：附属病院の一般診療活動に必要となる人件費相当額及び一般診療経費の総額｡平成 年度予算額を基準とし，中期計画期間中16
は同額｡

⑯「債務償還経費 ：債務償還経費として，当該事業年度において措置する経費。」
⑰「附属病院特殊要因経費 ：附属病院特殊要因経費として，当該事業年度に措置する経費。」
〔附属病院運営費交付金対象収入〕
⑱｢附属病院収入｣：附属病院収入｡Ｊ(ｙ－１)は直前の事業年度におけるＪ( )｡y

運営費交付金＝Ａ(ｙ)＋Ｂ(ｙ)＋Ｃ(ｙ)

１．毎事業年度の教育研究経費にかかる学部教育等標準運営費交付金及び特定運営費交付金については，以下の数式により決定する｡
( )＝ ( )＋ ( )＋ ( )＋ ( )－ ( )A D E F G Hｙ ｙ ｙ ｙ ｙ ｙ
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（１）Ｄ(ｙ)＝｛Ｄ(ｙ－１)×β(係数)×γ(係数)－Ｄ(ｘ)｝×α(係数)十Ｄ(ｘ)
（２）Ｅ(ｙ)＝Ｅ(ｙ－１)×β(係数)×α(係数)
（３）Ｆ(ｙ)＝Ｆ(ｙ－１)×α(係数)±ε(施設面積調整額)
（４）Ｇ(ｙ)＝Ｇ(ｙ)
（５）Ｈ(ｙ)＝Ｈ(ｙ)

Ｄ(ｙ)：学部･大学院教育研究経費(②，⑦)，附属学校教育研究経費(③･⑧)を対象｡
Ｅ(ｙ)：教育研究診療経費(⑨)，附置研究所経費(⑩)，附属施設等経費(⑪)を対象｡
Ｆ(ｙ)：教育等施設基盤経費(④)を対象｡
Ｇ(ｙ)：特別教育研究経費(⑫)を対象｡
Ｈ(ｙ)：入学料収入(⑤)，授業料収入(⑥)，その他収入(⑭)を対象｡

２.毎事業年度の診療経費にかかる附属病院運営費交付金については，以下の数式により決定する｡
Ｂ(ｙ)＝Ｉ(ｙ)－Ｊ(ｙ)

（１）Ｉ(ｙ)＝Ｉ(ｙ)
（２）Ｊ(ｙ)＝Ｊ(ｙ－１)＋Ｋ(ｙ)

[Ｋ(ｙ)＝Ｊ’(ｙ)×λ(係数)－J’(ｙ)]
〔その他〕附属病院運営費交付金算定ルールは，診療分の運営費交付金を受ける附属病院のみ適用｡

Ｉ(ｙ):一般診療経費(⑮)，債務償還経費(⑯)，附属病院特殊要因経費(⑰)を対象｡
Ｊ(ｙ)：附属病院収入(⑱)を対象｡(Ｊ'(ｙ)は，平成16年度附属病院収入予算額｡Ｋ(ｙ)は 「経営改善額｣｡)，

３．毎事業年度の一般管理費等にかかる学部教育等標準運営費交付金及び特定運営費交付金については，以下の数式により決定する｡
Ｃ(ｙ)＝Ｌ(ｙ)＋Ｍ(ｙ)

（１）Ｌ(ｙ)＝Ｌ(ｙ－１)×α(係数)
（２）Ｍ(ｙ)＝Ｍ(ｙ)

Ｌ(ｙ):一般管理費(①)を対象｡
Ｍ(ｙ):特殊要因経費(⑬)を対象｡

【諸係数】
α(アルファ) ：効率化係数｡△１％とする｡
β(べ一夕) ：教育研究政策係数｡物価動向等の社会経済情勢等及び教育研究上の必要性を総合的に勘案して必要に応じ運用するための係数｡

各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な係数値を決定｡
なお，物価動向等の社会経済情勢等を総合的に勘案した係数を運用する場合には，一般管理経費についても必要に応じ同様の調整を
行う｡

γ(ガンマ) ：教育研究組織係数｡学部･大学院等の組織整備に対応するための係数｡
各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な係数値を決定｡

ε(イプシロン)：施設面積調整額｡施設の経年別保有面積の変動に対応するための調整額｡
各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な調整額を決定｡

λ(ラムダ) ：経営改善係数｡２％とする｡平成17年度以降，中期計画期間中に相当程度の収支改善を求めるための係数｡
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注）運営費交付金は上記算定ルールに基づき，一定の仮定の下に試算されたものであり，
各事業年度の運営費交付金については，予算編成過程においてルールを適用して再計算
され，決定される。

， 「 」「 」 ，なお 運営費交付金で措置される 特別教育研究経費 特殊要因経費 については
１７年度以降は１６年度と同額として試算しているが，教育研究の進展等により所要額
の変動が予想されるため，具体的な額については，各事業年度の予算編成過程において
決定される。

注）施設整備費補助金，船舶建造費補助金，国立大学財務・経営センター施設費交付金，
長期借入金収入は 「施設・設備に関する計画」に記載した額を計上している。，

注）施設整備資金貸付金償還時補助金は，償還計画に基づく所要額を計上している。

注）自己収入，産学連携等研究収入及び寄附金収入等については，過去の実績及び中期目
標・計画を基に試算した収入予定額を計上している。

注）産学連携等研究収入及び寄附金収入等は，版権及び特許権等収入を含む。

注）業務費，施設整備費，船舶建造費については過去の実績及び中期目標・計画を基に試
算した支出予定額を計上している。

注）産学連携等研究経費及び寄附金事業費等は，産学連携等研究収入及び寄附金収入等に
より行われる事業経費を計上している。

注）長期借入金償還金については，償還計画に基づく所要額を計上している。

注）運営費交付金算定ルールに基づく試算において「教育研究政策係数 「教育研究組織」
係数」は１とし，また 「施設面積調整額」については，面積調整はないものとして試，
算している。
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２．収支計画

平成１６年度～２１年度 収支計画
（単位：百万円）

区 分 金 額

費用の部 ９５，６９７
経常費用 ９５，６９７
業務費 ９１，７８８
教育研究経費 １５，２９４
診療経費 ０
受託研究費等 ４，８９２
役員人件費 ８４２
教員人件費 ５３，２３３
職員人件費 １７，５２７

一般管理費 ３，２３４
財務費用 ０
雑損 ０
減価償却費 ６７５

臨時損失 ０

収入の部 ９５，６９７
経常収益 ９５，６９７
運営費交付金 ５２，３５９
授業料収益 ２８，７９８
入学金収益 ４，７０９
検定料収益 １，４１７
附属病院収益 ０
受託研究等収益 ４，８９２
寄附金収益 ２，１２５
財務収益 ０
雑益 ７２２
資産見返運営費交付金等戻入 ４７６
資産見返物品受贈額戻入 １６４
資産見返寄附金戻入 ３５

臨時利益 ０
純利益 ０
総利益 ０

注）受託研究費等は，受託事業費，共同研究費及び共同事業費を含む。
注）受託研究等収益は，受託事業収益，共同研究収益及び共同事業収益を含む。
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３．資金計画

平成１６年度～２１年度 資金計画
（単位：百万円）

区 分 金 額

資金支出 １００，２７７
業務活動による支出 ９５，０２２
投資活動による支出 １，８１５
財務活動による支出 ２，０１７
次期中期目標期間への繰越金 １，４２３

資金収入 １００，２７７
業務活動による収入 ９６，５５５
運営費交付金による収入 ５３，３０１
授業料及入学金検定料による収入 ３５，４４２
附属病院収入 ０
受託研究等収入 ４，８９２
寄附金収入 ２，１９８
その他の収入 ７２２

投資活動による収入 ２，２９９
施設費による収入 ２，２９９
その他の収入 ０

財務活動による収入 ０
前期中期目標期間よりの繰越金 １，４２３

[注]施設費による収入には，独立行政法人国立大学財務・経営センターにおける施設費交
付事業に係る交付金を含む。

[注]前期中期目標期間よりの繰越金には，奨学寄附金に係る国からの承継見込額 百1,423
万円を含む。
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